
災害の区分

あてはまる事故の状況に〇をつけてください。

・転落（足場から　・　脚立から　・　その他：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・転倒（滑った　・　躓いた　・　その他：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・切った（使っていた道具を教えてください：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・交通事故（自損　・　相手がいる）

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

生年月日 昭・平　　　　　年　　　　　月　　　　日生 携帯電話 (　　　　)　　　　　　ー　　　　　　　　　　　　　　

災害発生日時 令和　　年　　　月　　　日(　　　)　　午前　・　午後　　　　時　　　分ごろ

会員番号 氏名

別紙：災害発生報告書①を書く前に　を必ずお読みください。

□　読みました　(レ点チェック)　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　           ご署名：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿　　　　　　　　

災害発生報告書①

1. 工事名称について

１）被災した現場の正式な工事名称を教えてください。

　　契約書や工事現場の看板に書いてある工事名称でお願いします。

４）現認者の方が所属している会社名を教えてください。

２）上記工事現場の所在地（住所）を教えてください。町名番地までご記入をお願いします。

2. 現認者について

１）ケガをした状況を見ていた方のお名前をフルネームで教えてください。

　　見ていた方がいない場合は最初に報告をした方の名前を教えてください。(ご家族以外)

２）現認者の方が元請にあたる方ですか？

　　はい　/　いいえ　（いいえの場合は、元請の方を教えてください：　　　　　　　　　　　　　　　　）

３）元請の方にケガの報告はされましたか？

　　※ 報告をしていない場合は、すぐに報告をしてください

　　はい　/　いいえ

　　例）○○邸解体工事、〇〇マンション改修工事など

　　株式会社または有限会社がつく場合は、必ずご記載をお願いします。

　　つかない場合は、右下にチェックを入れてください。

会社名
□（株）や（有）はつかない。

５）現認者の方の役職を教えてください。あてはまるものに〇をつけてください。

　代表　/　役員　/　従業員　/　現場監督　/　一人親方　/　なし　/　その他（　　　　　　　　　　　　）
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3.労災保険の給付の判断は一人親方労災保険RJCではなく、管轄労働基準監督署長です。

災害発生報告書①を書く前に

最初に必ずご確認ください。

1.建設工事（土木、建築その他の工作物の建設、改造、保存、修理、変更、破壊もしく

は、解体またはその準備）の際にケガをされた場合のみ一人親方労災保険の給付の対象と

なります。（自宅の住専、掃除等は「建設工事」ではありません。）

2.労災保険の補償を受けるためには、労災事故であることを医師等に証明していただくこ

とが必要です。

1.建設業とは

建設業とは，元請，下請その他いかなる名義をもってするかを問わず，“建設工事の完成”

を“請け負う”営業をいいます。

※「建設工事」に該当しないもの

保守点検，維持管理，除草，草刈，伐採，除雪，融雪剤散布，測量，墨出し，地質調査，

樹木の剪定，庭木の管理，造林，採石，調査目的のボーリング，施肥等の造園管理業務，

造船，機械器具製造・修理，機械の賃貸，宅地建物取引，建売住宅の販売，浄化槽清掃，

ボイラー洗浄，側溝清掃，コンサルタント，設計，リース，資材の販売，機械・資材の運

搬，保守・点検・管理業務等の委託業務，物品販売，清掃，人工出し，解体工事で生じた

金属等の売却収入，JVの構成員である場合のその ＪＶからの下請工事，自社建物の建設、

その他建設工事に該当しない作業等

２．補償の対象となる範囲

業務災害または通勤災害を被った場合のうち、一定の要件を満たすときに労災保険から給

付が行われます。

イ）業務災害

保険給付の対象となる災害は一定の業務を行っていた場合に限られています。

次に該当する場合は保険給付を受けることができます。

・建設業の一人親方等

ア　請負契約に直接必要な行為を行う場合

イ　請け負う工事現場における作業およびこれに直接附帯する行為を行う場合

ウ　請負契約に基づくものであることが明らかな作業を自家内作業場において行う場合

エ　請負工事に関する機械や製品を運搬する作業（手工具類程度のものを携行して通勤す

る場合を除く）およびこれに直接附帯する行為を行う場合

オ　突発事故（台風、火災など）により予定外に緊急の出勤を行う場合
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オ)(エ)の証明を依頼される場合は、返送用のレターパックを同封したレターパックで郵送してくださ

い。

カ)請求手続きは、社会保険労務士事務所トータルマネジメント（T6810016449019）が行います。

4．請求に関する注意事項

ロ）通勤災害

通勤災害については、一般の労働者の場合と同様に取り扱われます。

〔労災保険法上の通勤とは〕

「通勤災害」とは、通勤により被った負傷、疾病、障害または死亡をいいます。 この場合

の「通勤」とは、就業に関し、①住居と就業の場所との間の往復 ②就業の場所から他の就

業の場所への移動 ③赴任先住居と帰省先住居との間の移動を、合理的な経路および方法に

より行うことをいい、業務の性質を有するものを除くものとしています。これらの移動の

経路を逸脱・中断した場合は、その逸脱・中断の間およびその後の移動は通勤となりませ

ん。ただし、その逸脱・中断が、日常生活上必要な行為であって日用品の購入などをやむ

を得ない事由により最小限度の範囲で行う場合は、合理的な経路に戻った後の移動は「通

勤」となります。

３．費用について （2023年10月1日到着分より）

ア)請求用紙1件、第三者行為災害届、熱中症に関する報告書等、別途書類作成が必要な場合は1件毎

に6,000円（消費税等別）の手続き費用がかかります。

イ)療養費（様式第7号、第16号の5）及び休業（様式第8号、第16号の6）の請求は、歴月単位で計算

し、請求期間1か月ごとに6,000円（消費税等別）の手続き費用がかかります。

ウ)書類作成業務は事前に請求手続き費用をお支払いいただき、確認後に手続きに入ります。一旦お

支払いされた手続き費用は、理由の如何に関わらず返金いたしません。

エ）被災者自身で請求書類を作成し、団体の証明印のみ押印する場合は無料です。

ア)労災・通災事故の認定は管轄労働基準監督署が行ないます。申請すればすべて給付されるもので

はありませんので予めご了承願います。

イ)休業（補償）給付については、軽作業ができる場合は請求できません。特別加入者の休業（補

償）給付は、所得喪失の有無にかかわらず、療養のため業務遂行性が認められる業務については「全

部労働不能」であることがその支給の条件となります。全部労働不能とは、入院中又は自宅就床加療

中若しくは通院加療中であって業務遂行性が認められる範囲の業務ができない状態をいいます。現場

に出られないからという理由では請求できません。

ウ)過労、心疾患、脳疾患、精神疾患、職業性疾病の手続きは受託していません。

3/4



ア)労災保険の請求手続をされない場合は、お手数ですが必ずご連絡ください。

ウ)労災の認定は、管轄労働基準監督署が行います。

記入した用紙は、ＦＡＸまたはメールにて送信ください。

ＦＡＸ：050-3174-6317　　メール：mail@631japan.com

※送信した旨をRJC（0120-931-519）までお電話ください。

エ)一般的に、申請から支給決定までは３週間程度です。（初回の請求のみ、４週間以上か

かる場合があります。）

③書類返送時に運転免許証の写し（表裏）、在留カード（表裏）、個人番号カード（表

裏）の写しなど

④顔写真のない場合は、国民健康保険被保険者証+年金手帳または年金証書など

　※ ご不明な点がありましたら、「郵便本人確認書類」で検索

http://www.post.japanpost.jp/service/fuka_service/honnin/ichiran.html　でご確認くだ

さい。

6．その他

イ)当団体は、個人情報保護等のため請求者ご本人、団体または団体が指定する社会保険労

務士が労災手続きをすることを定めております。

5．書類を返送していただく際の注意事項

ア)厚生労働省からの不正受給防止に関する指導により、次の書類のいずれかをFAX送信

後、労災関係書類に同封して送付してください
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